
外国人材地域交流促進事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、富山県補助金等交付規則（昭和 37 年富山県規則第 10 号。以下「規

則」という。）第 21 条の規定に基づき、外国人材地域交流促進事業費補助金（以下「補

助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「補助事業者」とは、県内に事務所を有している次のいずれか

に該当する受入機関をいう。 

(1) 外国人を雇用している企業（中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１ 

項に規定する中小企業者に限る。）又は個人事業主 

(2) 出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平成 30 年法律

第 102 号）第 19 条の 23に規定する登録支援機関 

(3)  外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28 年法律 

第 89 号）第２条第 10 項に規定する監理団体（同法の施行前にあっては、出入国管理

及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）別表第１の２の表の技能実習の項の下欄に

規定する団体を含む。） 

(4)  その他、外国人材の企業への定着を目的とし、地域への共生等を実現するために支

援を行おうとする団体で、外国人材地域交流促進事業費補助金審査会が適当と認める

団体 

２ 前項のいずれかに該当する場合であっても、次のいずれか１つでも該当する場合は、

補助事業者として認めない。 

(1)   風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規

定する接待飲食等営業（料亭を除く。）及び性風俗関連特殊営業又はこれらの営業を

受託して営業を行う事業者 

(2)  役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力

団員」という。）であると認められる事業者 

(3)  暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴

力団員が経営に実質的に関与していると認められる事業者 

(4)  役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる事業者 

(5)  役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認

められる事業者 

(6） 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られる事業者 

 



(7） 県税の滞納その他の県に対する債務不履行がある等補助金の交付が適当でないと

認められる事業者 

３ この要綱において「補助事業」とは、次の条件を全て満たすものをいう。 

(1)  地域との交流をとおして、外国人材の企業定着の事業効果が見込まれること。 

(2)  県内で実施されること。 

(3)  イベントの実施等を伴わない単純な食事会等ではないこと。 

（補助金の交付） 

第３条 知事は、補助事業者が行う補助事業に要する経費に対し、予算の範囲内において、

補助金を交付するものとする。ただし、国若しくは県の他の補助金を現に受けて事業を

実施している場合又は実施する予定である場合は、この補助金の対象とならないものと

する。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率並びに限度額は、次の表のとお

りとする。 

※１団体につき、２事業までとする。 

（補助金の交付の申請） 

第５条 補助金の交付の申請をしようとする補助事業者は、規則第３条の規定により補助

金交付申請書（様式第１号）を知事に提出するものとする。 

２ 前項の補助金交付申請書に添付する書類は、次のとおりとする。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2)  補助事業者概要書（様式第３号） 

(3)  収支予算書（様式第４号） 

(4)  見積書の写しその他の補助対象経費の積算の根拠となる資料 

(5)  県内で雇用された外国人であることを証明する書類（雇用契約書の写し等） 

(6)  振込先口座と口座名義が分かる通帳の写し（通帳１ページ目の見開き部分） 

(7)  その他参考となる資料 

（審査会の設置） 

第６条 前条の申請書の内容を協議するため、外国人材地域交流促進事業費補助金審査会

（以下「審査会」という。）を置くものとする。 

（補助金の交付決定） 

第７条 知事は、審査結果を踏まえて、補助金交付決定を行うものとする。 

 

 

補助対象経費 補助率 補助限度額 

補助事業費に要する費用のうち、会場使用料、交通

費、機材レンタル料、郵送費、広告費、保険料、消

耗品費、印刷費、その他知事が必要と認める経費 

補助対象経費の

２分の１以内 

200 千円 

 



（補助金の交付条件） 

第８条 規則第５条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 補助事業に要する経費又は補助事業の内容を変更する場合においては、補助事業者

は、あらかじめ、変更承認申請書（様式第５号）を知事に提出し、その承認を受けるこ

と。ただし、次条に定める軽微な変更については、この限りでない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、中止（廃止）承認申請書（様式

第６号）を知事に提出し、その承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに知事に報告して、その指示を受けること。 

(4) 補助事業に係る帳簿その他の証拠書類を整理し、補助事業完了の翌年度から起算し

て５年間、保管すること。 

（軽微な変更） 

第９条 この要綱において、前条第１号ただし書の規定による軽微な変更とは、次に掲げ

る変更以外の変更とする。 

(1) 補助事業者を変更すること。 

(2) 事業の内容を変更すること。 

(3) 事業費の 20 パーセント以上の変更をすること。 

（状況報告） 

第 10 条 補助事業者は、規則第 10 条の規定により知事から求めがあった場合は、補助事

業の遂行状況について、遂行状況報告書（様式第７号）を、知事に提出しなければなら

ない。 

（実績報告） 

第 11 条 補助事業者は、規則第 12 条の規定により当該交付決定に係る補助事業が完了し

た日から起算して 14 日以内又は補助金の交付に係る年度内の３月 10 日のいずれか早い

日までに実績報告書（様式第８号）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書（様式第８号）に添付する資料は、次のとおりとする。 

(1) 事業実施報告書（様式第９号） 

(2) 収支決算書（様式第 10 号） 

(3) 支出の根拠を示す資料(領収書、振込明細の写し等) 

(4)  事業風景の写真 

(5) その他参考となる資料 

（補助金額の確定） 

第 12 条 知事は、実績報告書（様式第８号）の提出を受けたときは、提出書類の審査及び

必要に応じて行う現地調査等により、補助対象事業の成果が補助金の交付の決定の内容

及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 



（補助金の支払） 

第 13 条 知事は、規則第 13 条第１項の規定により、交付すべき補助金の額を確定したの

ち、当該補助金を支払うものとする。 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第 14 条 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに知事に報告しなければな

らない。ただし、消費税及び地方消費税額を補助対象経費に含めない場合は、この限り

でない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

の全額又は一部の返還を命ずるものとする。 

（交付決定の取消し） 

第 15 条 知事は、規則第 15 条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消す

ことができる。 

（補助金の返還） 

第 16 条 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が交付され

ているときは、規則第 16 条第 1項の規定により、期限を定めてその返還を求めるものと

する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和６年７月 23 日から施行する。 


